
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title

新製品開発イノベーションの成功と失敗のパラドック

ス : コ・エボリューション制約下の日本の医薬品産業

の生存戦略

Author(s) 高山, 誠; 渡辺, 千仭

Citation 年次学術大会講演要旨集, 16: 209-212

Issue Date 2001-10-19

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/6628

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



1C09 新製品開発イ ソベ一 シ ン の成功と失敗のパラドックス 
ー コ， ヱボ ソユー ション制約下の 日本の医薬品産業の 生存戦略 

0 高山 誠 ( 山之内製薬Ⅰ東工大社会理工 ) , 渡辺 千匁 ( 東工大社会理工 ) 

1.  序 

医薬品産業の 研究開発の構造的宿命として、 非常に多く ならば、 比較優位分野へ 特化するか、 規模を拡大して 研究 

の 競争企業が存在する 中で、 持続的に新製品開発を 行わな 開発費を増やすかの 二者択一をせざるを 得ないことになる   

ければならない 故に、 極端に高い研究開発強度を 維持し続 限られた研究開発リソースを 散漫にではなく、 比較優位 

げなければならないことがあ げられる。 他方で、 累積成功 分野へ優先的に 資源配分するために、 研究開発分野を 絞り、 

率 が約 6,000 分の 1 という極めて 高い開発リスクがあ げら 他の分野を切り 捨て、 競争優位分野への 特化戦略が通常 は 

れる。 日本の医薬品産業においても、 他産業と同様に、 新 取られている。 他方で、 外部からのスビルオーバー 技術を 

製品開発に対するバローバル 化の波を受けている。 世界に 有効に活用して 内部化する戦略もあ りえる。 積極的にアラ 

通用する新製品開発を 行わなければ、 増大する研究開発費 イアンスを活用することにより、 自己の不足する 技術を補 

をまかない、 生き残ることができない 状況と既になってい ぅ ことも行われるべきであ る。 ところがこれまでの 医薬品 

る。 ところが、 欧米の医薬品企業と 比較して、 日本の医薬 企業の提携の 目的は、 自前の技術から 出てくる製品では 不 

品 企業 は 圧倒的に小規模であ る。 日本の医薬品企業の 世界 足する部分を、 他社と共同研究開発することにより 補 う こ 

ランキングは 売上高でも研究開発費でも l(N 位 どころか、 20  とを行っており、 これまでの、 不足する製品をお 互いに 融 

位 近辺にかろうじて 名前を連ねているのが 実態であ る。 通し合 う ことであ った。 また提携にあ たっては、 他社に自 

グローバル   メガコンベ テ イションの時代では、 新製品 社の製品以覚のノウハウ 等を出さないことが 条件とされて 

開発競争は殆ど 同時的に行われる。 したがって、 1 社のみが きていた。 

先行して創業者利益を 得ることが難しい 環境となっている。 しかし、 グローバル市場において 圧倒的に小規模な 日本 

事実、 90 年頃 から研究開発投資が 巨大化・長期化の 一途を 企業 は 職別な研究開発競争と 市場の激変、 消費者の選好の 

たどり、 1 製品を開発するための 費用は 6 億ドルに達して 多様化に直面しており、 生存のためには、 従前のような 孤 

いる。 しかも、 やっと開発し 発売した新製品に 競合 品 が出 立戦略は通用しない。 医薬品産業が 生存するための 戦略 オ 

るまでの期間が 90 年代には 3-4 ケ月 と急速に短期化してし プションは、 畢寛 

まっている   ① 比較優位領域への 優先的研究開発投資 と 

更に、 医薬品のように 専門家内 げ 製品と従来考えられて     スピルオーバー 技術のフル活用をねらいとした 戦略 

いた製品でさえも、 市場淘汰を大きく 受けざるを得なくな 的 提携の内生化 

りつつあ り、 医薬品販売の 潮流はⅡ recttoconsumler の時代 の間の好循環構造を 構築することに 他ならない。 

へと移行しっつあ る。 このような時代においては、 医薬品 本研究では、 何故、 自己㈲コアのみへの 特化する戦略が 

も 消費者の嗜好位の 変化や市場の 気紛れを大きく 受けるこ 危険であ るかを例証し、 コア ヘ 特化しつつコアシフトへの 

ととなる。 備えを両立する ( コ，エ ボリューション ) ために は 、 同化 

医薬品産業を 取り巻く職別な 研究開発競争と 市場の激変 能力を向上させることがキ ー となること。 更に、 戦略的 提 

に対し、 企業はどのような 戦略オプションを 取りうるので 携により非コア 分野の同化能力を 向上させた企業は 、 新コ 

あ ろうか。 研究開発費が 増大を続けざるを 得ないのであ る ア を形成できた 結果、 収益も向上し、 好循環を構築してい 
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ることを実証する ， 

2. コア 特ィヒ の落とし穴㍉ 成功の報復 

一 新製品開発の 成功・失敗の 本質 

新製品。 開発で成功し、 市場で競争優位にあ る企業ほど、 

次の新製品開発に 関する唐韻 ないち 早く入手できる 立場に 

いることは明らかであ る。 限られた顧客を 対象とし、 限ら 

れたプロフェッショナルを 対象とする新製品開発であ るほ 

ど成功者は成功を 持続させ易い 立場にいると 推測 t れる。 

しかし、 実際には、 成功者が失敗者となる 運命にあ り、 「 成 

功 した故の報復」を 受けることを 実証する。 

成功と失敗の 決定要因を、 日欧米何れの 国でも全市場の 

約 10% という最大の 市場性を占める 降圧剤の新製品開発黍 

道を例とし、 成功と失敗の 本質を明らかにする。 

日本、 米国、 欧州の降圧剤の 市場構成を表 2 一 1 で比較す 

る 。 日本市場で は Ca ブロッカ ーが 強いことえを 除けば他に 

差 は 認められない。 また、 市場で主力な 製品は Ca ブロッカ 

  と ACE 阻害剤であ ることがわかる。 

表 2 一 1  日本、 米国、 欧州における 降圧剤の市場構成 

日本 米国 め ; り ・ ll 
Ca ブロッカー 51.1% 37.4%               

ACE 阻害剤 25.0% 36.4% 43.1% 

旧 ブロッカ ー   13.8% 11.6% 13.2% 

は ブロッカ 一   9.6%   
ホ lJ 尿斉 Ⅱ 4.4% 5.0%   
原典 IM Ⅶ SHea 血 Ye 荻 Book,1999   

降圧剤市場は 既に成熟期を 迎えており、 最後の新降圧剤 

( アンジオテンシン 11 拮抗 剤 : ATnl) の開発が今まさに 終 

わろ う としている。 降圧剤の研究開発 は ATTTT の開発をもっ 

て、 90@ 以上の患者が 満足すると考えられており、 多くの 

企業は降圧剤の 研究を中止し、 別の研究課題へとシフトし 

ている。 

世界市場で ACR 阻害剤の売上上位 10 社について、 AT Ⅱ 

拮抗剤の開発状況を 分析した。 表 2-2 に明らかなしょうに、 

上位 lcH 社の内、 A Ⅲ I 拮抗 剤と 類似の薬理作用を 期待してい 

る ACE ハ屯 P 阻害剤 1 つを加えると、 開発企業数は 10 社中、 

8 社であ る。 開発中の企業の 内、 1 社のみが他社からの 導入 

品を開発しているがそれ 以外の企業ばすべて 自社で製品を 

作り、 自社で開発している。 市場で成功している 企業はや 

はり新製品開発でも 圧倒的に有利であ ることは自明であ る 

よ う に見える   

表 2 一 2  1998 年度における 世界市場で ACE 阻害剤売上 

上位 lN 社の AT Ⅱ阻害剤の開発状況 

企業 市場、 ン，ァ 欧米での ATII 拮抗剤の開発 斗 
M 鎮 ckCo   t 31.0% 1 S 
Zeneca 13.4%  史 ㊤ Ce ㎎ e 一市 丘 om  T 挟 eda) 

Bh 鰍 ol 一 MeyersSq 田 bb               4th・ 

w 荻 Ⅱ 鍾 ・ 一 L ぬ nbe れ 6.4 サ も No 

Nov れ れ ば   
Hoechst 3.89 ろ 3 Ⅰ。 
Servl ㎝             ' 。 。 Of" 。 "" 卍 。 。 lhlbltor 
田辺             No   

葛布 1.8%  「 "(Merck  の日本子会社 ) 
= 丑   1.7%  8th(Ca あ り開発せず導出 ) 

原典 : Ⅵ lorldRe Ⅱ ew  l999(ThePh 打 mnaceuticalMIarkel)byIMlS  Heal 面   

ところが、 世界市場で Ca ブロッカ一の 売上上位 10 社に 

ついて、 Anl 拮抗剤の開発状況を 分析すると、 表 2-3 に示 

したよ う に 、 全く逆の結果となる ，上位 10 社の内、 自社 開 

発の ATII 拮抗 剤 をもつ企業 は 1 社もなく、 1 社は合併した 

企業がたまたまもっていたためであ ったり、 3 社ば自社で は 

新製品開発の 機会を逸し他社からの 導入したりと、 新製品 

開発に悉く失敗している。 

表 2 一 3  1998 年度における 世界面垢 で Ca フロッカー売上 

上位 10 社の AT Ⅱ拮抗剤の開発状況 

企業 市場シ カ ATII 拮抗剤の開発状況 

Pfizer 33.9% No 

Baver 12.8% No 
Hoechst 9.0%  3rd(Sm れ uuh Ⅲ ineBeech ㎜より導入 ) 
As 廿 a 3.7%  5"( 武田より導入 ) 
Basf 2.7% No 
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武田薬品 2.0%  9t Ⅱ Astra  へ 導出 ) 
NOV 血 lS 2.0%  98 年、 合併により ATII 拮抗剤を入手 (2"d) 

原典     W,orldRevieew  l999(mePharmaceuticalMarkeI)byIMISHea@Ih. 

An Ⅰ阻害剤と Ca ブロッカーや ACE  阻害剤に対する 市場で 

一 210 一 



の 競合関係を、 表 2 一 4 はきとめた。 ここでは新製品を 既存 

製品と競合関係にあ るものとないものとに 二分した。 

そこで、 日本の製薬専業企業上位 30 社が 1979 午から 1998 

年の 20 年間に、 技術スピルオーバーを 如何に利用し、 同化 

すなね ち、 差別化型新製品と 優位型新製品であ る。 差別化 能力を如何に 向上させているかについて、 規模との関係で 実 

聖製品は既存 品 と直接競合するのではなく、 新市場を形成す 証分析を試みた。 

る 。 したがって、 差別化型新製品の 開発をすることは 既存 品 渡辺・高山・ 永松・田上仙 (2001) は同化能力を 数学的 

をもつ企業にとっては 不利にならず、 むしろ別の新市場を 作 に以下のように 算出した。 

ね 。 るので、 積極的に新製品開発すべきであ ると考えられる。 
Z, 二 

  r, 

優位型新製品は、 既存 品 よりも優れているために、 既存 品を 

置き換えてしまう。 そのために、 大きな市場シェアをもつ 企   
業は、 守ることができれば 置換型の製品開発には 積極的に取 Zi : 企業 プの 同化能力 

0 組めないと推察される。 しかし、 既存 品 が容易に置き 換え て : 企業 7 の技術ストック 

られてしまうのであ れば、 逆に守るために、 積極的に新製品 Z, : 潜在的技術スピルオーバープール ( 企業 1 以外の医薬 

開発を進めることとなる   品業界全体の 技術ストック。 すな む ち 29 社の技術スト 

、 ソク 合計， r, 二三 T,) 。 
表 2 一 4  既存 品 に対する AT Ⅱ阻害剤の競合状況   

ACE 阻害剤 Ca ブロッカ 一 
医薬品産業は、 20% ～ 50% 弱を技術スビルオーバ 一に依存 

市場での競争優位性 
するという、 非常に依存度の 高い産業であ ることがわかった   

優位 差別 

市場浸透の型 
図 3 一 1 ば 、 研究開発強度 ( ルバ ) と技術同化能力 ( AC ) 

市場置換 新市場創造 
の 相関を示したものであ る。 この 国 より、 グループ 1 では 

新製品開発への 影響 イ足土臣 阻害 
研究開発強度を 低くしても技術同化能力が 高いことがわか 

る。 一方、 グループ 2 においては研究開発強度を 高めない 

以上のように、 製品開発に成功し、 市場での競争優位を し し， 同化能力 は 高くならない ，す な れ ち 、 規模が大きくな 

築けば、 成功への慢心ゆえに、 コアシフトへの 備えをおこ ると同化能力が 高くなるので、 研究開発強度を 低くできる 

たり、 新製品開発で 失敗してしまう。 成功は自己が 次に進 ことがわかる ， しかし、 その規模以下の 企業は、 外部から 

むべき方向を 見失ってしまう 原因となる。 の技術スビルオーバーを 得るために、 研究開発強度を 高く 

しなけれ。 ばならない。 

3. 技術スピルオーバーと 同化能力の役割     
  

一 コア特化とコアシフトへの 備えの両立 O 幸一       
  研究開発集約型産業で は 自前の技術による 研究開発では       

限界があ る。 競合他社からの 技術スピルオーバーを 利用する 
巨 り ・ 

        
ことが必須であ る。 特に、 自己の得意分野や 成功した分野 へ           

      

のみコア特化することは、 技術や顧客や 市場の変化へ 対応し 
  2. う       

  きれずに失敗の 本質を形成することは 例証した通りであ る。   0 乃 
すなね ち、 自社の競争優位のコア ヘ 特化し、 そのコア製品で 

の競争優位を 高める一方で、 将来のあ るべきコアシフト ヘ 如 

何に備えるかが 次の変化への 対応性・フレキシビリテ ィ を決 

める， 
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よ う になり最大のコア 製品領域へと 変わったことが 明らか 

以上より、 外部の技術に 遅れないようにするために、 一 

定の研究開発費が 必要であ り、 そのために、 規模の小さい 

企業は売上以上の 研究開発費を 支出しなければ 大企業との 

研究開発競争ができないことを 示唆している。 

以上の同化能力向上への 道 進は戦略的提携に 目をはせる 

ことになるが、 提携のねらいは、 中小と大手では 異なるこ 

とになる。 すな む ち、 中小の方は、 研究開発強度の 向上を 

目的とした「技術提携」をねらいとするのに 対し、 大手の 

方は 、 売上そのものの 増大をねらいとした「売上提携 - を 

ねらいとすることになる。 

コア特化と新コア 形成の両立 

一 戦略的提携による 同化能力向上とコア 特ィ巳 との 好 循環 

1979 年から 1998 年の間で、 11 社のコア領域での 導入品 

と自社 品 の 数と 売上高を表 4 一 1 で比較した。 自社 品と 尊人 

品の累積ピーク 時売上高は 939.9 億円に対し、 258 億円と自 

社 品の方が 3.6 倍多い。 また、 品目数も侶製品に 対し、 28 

製品と 1.6 倍多いが、 1 製品当たりのピーク 時売上は、 自社 

品 21.4 億円に対し導入品 9.2 億円と 2.3 倍も自社品の 方が多 

い。 この知見は、 自社のコア領域を 維持するために 他社か 

ら 導入した製品であ っても、 自社の研究開発から 出てきた 

製品を優先的に 販売することを 意味する。 

そこで、 導入品からの 技術スピルオーバーを 調べるため 

に、 アライアンス 指標を以下のように 定義し、 導入品の 使 

われ方について 検証した。 

Ⅱ辛ロ 

Al Ⅱ㎝ ce 血 dex  Ⅰ 一 
Pi 

Pa Ⅰ導入品のピーク 時の年間最大売上 

Pi 二 自社 品の ピーク時の年間最大売上 

アライアンス 指標が非常に 大きいケース ( 小野、 吉富 ) 

では、 共通することは、 当該領域で自社の 製品数が多いが、 

自社 品 が長期間開発できていないため、 コア製品領域を 維 

持するために 導入品を使っていることが 判明した。 

逆に、 アライアンス 指 小さいケース ( 三共、 第一 ) では、 

自社 品 がもともとなく 当該製品領域はコア 製品領域でなか 

っ たのであ る。 しかし、 その後、 大きな自社 品 が出てくる 

となった。 

表 4 一 1 各社のコア製品 頷坤 における主要自社 品と 梓人品 

のピーク時売上高の 比較 

全書 烏 手貼占古 の ピーク売上 アライアンス 指標 

起源 ( 億円 ) ( 導入 / 自社 ) 
℡ ke 而 導入 82 0.607   

自ネ土 135 

San ㎏。 導入 129 0 ． 118     

自 * 上 1092 
Yamnlmouchi  導入 101 0 、 467   

自ネ土 216 
Daiichi 導入 70 0.154     

自ネ土 499 
F 唾 sawa  導入 73 0 ． 238   

目ネ 土 307 

T ㎝ abe 導入 69 0 ・ 361 

自ネ上 191 

Ono 導入 173 1.94   

自社 89 

YoshitomMi  導入 85 1.57   

自ネ土 54 

smten 導入 95 0 ・ 703   

自ネ土 I35 

白 3 土 214 

如何に市場優位の 企業であ っても、 自社の研究開発のみ 

で必要な新製品開発を 行うにはリスクが 高いし、 また成功 

ゆえの報復を 受 け 易い。 コア ヘ 特化しつつも 新 コア形成へ 

備えを行うために、 戦略的提携の 意義があ ることを明らか 

にした。 自社では持っていない 製品領域の製品を 長い間導 

入することにより、 自社に新コアが 形成され。 ることを検証 

した。 

環境変化への 備えとしてコアの 多様化は、 成功し特化す 

ればするほどできにくくなる。 コアへの特化と 多様化との 

相反する二つの 機能を共存させること ( コ ・ エ ボリューシ 

ョン ) は企業の新製品開発の 制約条件であ り、 トレードオ 

フ課題であ るから、 両立は難しいと 考えられてきた。 とこ 

ろが、 戦略的提携は、 自己の慣性の 殻を破り新コアを 形成 

する手段となることを 明らかとした。 戦略的提携を 有効活 

用すれば、 コアを維持しつつコアシフト ヘ 備えるという 好 

循環の構築が 可能となるのであ る。 
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